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A b s t r a c t
In recent years, the person who is spends closed life at home holds a social problem.
The necessity of compatible to those people is pointed out.
However, the public health center, appropriate compatibility has not yet completed. As for the help of those people,
" the help model to the schizophrenia" is effective.
Then, the active support of the expert is necessary and the support from the family important.
Also, I considered about the implementation of the family education program at the public health center and about
the subject.
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要　旨
近年引きこもりが社会問題化し、その対応の重要性が叫ばれているが、本来積極的に対応するべき保健所
等の公的相談機関は、その対応のためのノウハウが蓄積されておらず、十分な対応ができていない。本論文
では引きこもり者に対する援助は、保健所が現在行っている統合失調症支援モデルが援用できることを提示
する。そして、専門家による積極的支援の必要性と、専門家支援導入には家族の役割が重要であることを強
調した家族教育プログラムが有効であることを述べる。また保健所における家族教室の実施を踏まえて、今
後の課題を考察した。
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はじめに
今日引きこもりが社会問題化し、厚生労働
省も積極的に対応すべきものとして、「1 0
代・2 0代を中心とした引きこもりをめぐる地
域精神精神保健活動のガイドライン」（以下
ガイドライン）
　１）
を作成している。その実数は
その定義の混乱や、把握のしずらさもあり確
定はできないが、全国引きこもり親の会K H J
では、「1 0 0万人を超える」といっている。こ
の数字の根拠がはっきりしないため、早計な
判断はできないが、引きこもりの多くは不登
校が遷延化しているものとの指摘があること
や、厚生労働省や文部省が1 4万人を超える不
登校があるとの公式見解から想定すると、学
籍を離れた「引きこもり者」はその数倍、数
十万人あると考えることも可能である。その
多くの家族は相談先も無く、本人を抱え、地
域社会から孤立状態で、「２重の引きこもり」
（精神科医　齋藤環氏）状態に陥っている。
引きこもりの家族に対する調査
　　２）
によるとその
家族は相談先が少ないことをその困難さの上
位に上げている。特に、学齢期（1 8歳以上）
には学校・教育相談所などの教育機関が「不
登校」に対する相談先として対処がありなが
ら、それ以降の年齢になると原則相談しても
らえないこと、一部の民間相談機関がその相
談先となっているが地域によってはまったく
それらが無いこと、公的相談機関（保健所・
精神保健福祉援センターなど）が、十分にそ
の相談を受けてくれないことなど多くの問題
が指摘されている。
一方で、NＨＫが3年前に公的相談機関担当
者に行った調査
　　３）
では、約７割の担当者が適切
に対応できていないと回答している。また、
その対応の不備により家族を傷つけたと感じ
ている担当者は５割を越えている。その理由
として自由記載で目立つのは「対応について
の研修もなくどうやって対応してよいか分か
らない」との記述であったという。
筆者も５年前まで埼玉県内で精神保健セン
ター・保健所で相談業務を行っていたが、同
様の感想を持っている。新潟県内でも２年前
から精神保健福祉センターで「引きこもり家
族教室」を行っているが、その対象者は交通
事情からほとんどが新潟市内もしくは近隣市
町村在住者である。各地域の保健所では散発
的な個別相談業務は行っているが、その対応
に苦慮しているのが現状である。もともと保
健所における相談業務は統合失調症を中心と
した精神障害者が主たる対象であり、引きこ
もりの相談に対するそれではなかった。
しかしながら、今日の社会情勢を鑑みるに
その対象を拡大せざるを得ない状況になって
いると思われる。ガイドラインにおいても
「保健所等の公的機関が家族に対する正しい
知識・情報提供や相談を行うことで、その解
決の糸口となる可能性がある」としており、
そのきっかけとなり得る家族教室の意義は大
きいと考える。しかしながら保健所が家族教
室を行うに当たっての具体的な内容について
は、そのモデルになるような先行実施事例も
１部の保健所（東京都品川保健所等）以外に
はなく、担当者の苦慮するところとなってい
る。
本論文では、新潟県県内の保健所において
引きこもり家族教室を試行的に実施し、その
の効果、問題点、さらに今後の課題について
考察する。それにより将来におけるその有効
な事業実施に寄与することができると考える
ものである。
２　引きこもりの定義
引きこもりについて定義を整理しておくこ
とはこの場合重要である。なぜならその援助
対象者の属性、発生のメカニズムの確定なし
には、その援助の効果期待はないからである。
統合失調症の場合、家族教室の有効性の根拠
は同居家族におけるE E研究（感情表出）があ
る。これは、当事者の再発は同居家族の否定
的な感情表出（高E E）がストレスとなり、ス
トレスに対する脆弱性（ストレス脆弱性モデ
ル）と連動して起こる。同居家族の否定的発
言・行動がその強い誘因であろうとの仮説に
基づいている。同居家族に対し、教育的な情
報提供・知識・対処技能獲得を行うことで、
否定的感情表出を低下させることは、その再
発を防止する上で重要である。さらに統合失
調症者に対しＳＳＴ（ソーシャルスキルスト
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レーニング）を行うのは、ストレス回避の生
活技能が獲得されていないものとして、その
技能向上を行うことが再発予防ならびに社会
参加に寄与するとの仮説のためである。
つまりここで言う所の定義とは、単に理論
上の操作的定義に留まらず、援助を効果的に
行うための実践的定義を想定している。
前述の齋藤環氏によれば、その定義を以下
のように定義している。
「2 0代後半までに問題化し、６ヶ月以上自
宅に引きこもって社会参加をしない状態が持
続しており、他の精神障害がその第一の原因
とは考えにくいもの」
　　４）
また、倉本氏（心理療法士、精神保健福祉
士）は、上記の定義を概ね認めながらプラス
して、「社会的に要請される役割から、非自
発的に退いていること」と定義し、フリータ
ーのように自分の意志で社会的役割を限定、
退いている人々は除くこととしている。
　　５）
さらに、学籍がある場合は「不登校」とさ
れている（文部科学省）ことから、上記に加
えて学籍（小・中・高）が有る場合を除くこ
ととする。
以上の定義は重要であるが、現実に起こっ
ていることの表面的理解である。では、援助
を実際に行うために、なぜ引きこもり状態に
おちいっているのかといった点にまで踏み込
んだ定義を考えたい。そこで注目すべきは援
助の実践者がどのように引きこもりを捉らえ
ているのかを述べたい。
タメ塾で長く引きこもり者の援助を行って
いる工藤氏は、引きこもり者の特徴として、
社会的・心理的に未成熟な人々が多いことを
指摘し、就労や対人関係経験などの社会体験
を積むことによって支援が成り立つことを述
べている。
　　６）
さらに氏は家族間葛藤から、心理的に追い
込まれ家族の力だけでは改善しない情況に追
い込まれた人々であると理解し、「他者の介
入」の必要性を強調している。このことは氏
が従来の不登校生徒・児童への支援の基本線
である、「悩みに寄り添うこと」「自己決定を
待つこと」
　　７）
への疑義・批判となって現れてい
る。
　　８）
齋藤環氏は引きこもり者に対して医師の立
場から精神科的「治療」の対象者としてそれ
を捉え、援助者のかかわりを強調する。氏の
述べる「治療」とは、単に身体医学的治療と
は異なり、精神科医療の持つ精神・心理学的
援助を含むものと理解できるため、工藤氏の
述べる「他者の介入」と共通する部分である
と考える。特に齋藤環氏は、引きこもりの
「遷延化」について、家族の対応がそれを増
幅させていて、その対応の変化で改善が多く
みられるとの見解を述べているが、私はこの
点が重要であると考える。
このような見解について私見を述べると、
私が相談を受けた引きこもり者の多くは、そ
の性格や行動に「未成熟」な面があり、社会
との接点を持ちにくい場合が見受けられる。
一例をあげると、アルバイト先の雇用者か
ら仕事のミスを指摘されると、その立場を忘
れ、怒り、一方的に止めてしまうというよう
なことが見受けられた。このケースの場合、
そのことを私が指摘すると「なぜ雇用主だか
らといってえらそうなことを言うのかが分か
らない」とのことだった。決して悪気がある
わけではないのだが、社会的にどのような
「態度」を取ることが今求められているのか
が理解できていないのである。私は幾つかの
相談ケースで同様の体験をしていため、工藤
氏の見解に共感するものである。さらに、家
族の対応については齋藤氏の見解が参考にな
る。家族が本人の引きこもりを「遷延化」さ
せているケースが多いことは私の事例でもし
ばしば見受けられる。これは、育成過程では
特に問題があるとはいえない家庭であって
も、「不登校」などの行動から親が混乱し、
冷静な対処ができなくなり、さらなる関係の
悪化をきたすような場合である。齋藤氏はこ
れを「引きこもりの悪循環」と表現している。
齋藤氏はこの「悪循環」を断ち切るためには
家族が対応を変えることが回復のきっかけに
なると述べる。このような場合、「不登校」
「引きこもり」状態の初期に、親や友人など
回りの人が何らかの適切な介入があれば回復
することは可能であったが、それが行われな
い場合、もしくは本人が社会的・心理的「未
成熟」な場合、強いストレス状態に置かれた
場合などは遷延化してしまう。援助者の介入
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か必要な場合はこのように「遷延化」した
ケースであると考える。
以下私なりの定義を提示したい。先に述べ
た齋藤・蔵本両氏の定義を「現象的定義」と
してそれを参考にして、「2 0代後半までに問
題化し、６ヶ月以上自宅に引きこもって社会
参加をしない状態が持続しており、他の精神
障害がその第一の原因とは考えにくいもの
で、社会的に要請される役割から、非自発的
に退いていること」とする。
さらに「実態的定義」として、「心理行動
面の未成熟もしくは課題があり、対人関係や
自己表現・自己コントロールに困難さを持
ち、社会的に要請される役割期待にこたえら
れないため、自信や社会参加の動機付けを失
い、他者との親密なかかわりを避けている状
態」と定義した。
３　援助の方向性
援助の方向性は、２の「実態的定義」をち
ょうど後ろから改善することによって、援助
の方向性が見出せる。
①　まず家族という親密であるべき関係を再
構築すること
②　家族または援助者・仲間などとの関わり
から、自信や社会参加の動機付けを取り戻
すこと
③　自身が対人関係や自己表現・自己コント
ロールに困難さがあることを自覚・自己受
容すること
④ 社会生活上の技術を習得するために援
助・支援を主体的に利用すること
⑤　心理・行動面が成熟し、自立した社会参
加を行えるようになること
引きこもり状態は本人または、本人をめぐ
る「身体的－心理的－社会的要因の複合とし
て」起こっていると考える。「遷延化した引
きこもり」を支援するためには、多方面から
の支援が必要である。家族の要因は重要であ
るが、「遷延化」した場合むしろ問題になる
のは、「対人関係や自己表現・自己コントロー
ルに困難さ」を克服もしくは補償すべき社会
生活技術であり、支援者側としてはそのよう
な技術を獲得することへの「自信や社会参加
の動機付け」促進が重要となる。
つまり、多くの場合、家族の対応変化はそ
の後の援助者の本人に対する援助の導入部と
しての役割を持つ。家族の対応変化はそれの
みで「引きこもり状態」を脱出する場合もあ
りうるが、その場合も本人に対する支援は必
要であり、むしろそこからの援助があってこ
そ有効となる。工藤氏は特に就労援助につい
てそのような考え方を持ち、独自の職親制度
や、就労支援センターの試みを行っている。
具体的なイメージとして、引きこもりによ
り、何らかの精神症状が出現している場合は
薬物療法、心理的な原因が強い場合であれば
心理療法的なかかわり、社会的サポートが必
要な場合は、セルフヘルプグループや施設ケ
ア、社会生活技能向上はS S T （ソーシャル・
スキルス・トレーニング）などの認知行動療
法、就労を希望する場合は職業訓練プログラ
ムなどである。このように述べてくると、こ
のような支援法は精神障害者特に統合失調症
の方の「保健医療－職業－教育社会的リハビ
リテーション」（トータルリハビリテーショ
ン）の考え方と共通であることが分かる。私
は、引きこもり者への援助は、「統合失調症
援助モデル」が有効であると考える。
４　家族教室で何を伝えるのか
３で述べた点を基礎に、引きこもり家族室
の意義や強調点を考察したい。
既に保健所等では、統合失調症の家族に対
して家族教室を行っている。その強調点は以
下の通りである。
１）脳機能の障害であること（①罪悪感の軽
減）
２）家族が直接に病気の原因ではないが、再
発にはその対応が影響していること（②家
族努力の必要性と目標）
３）当事者に対する治療・リハビリテーショ
ンが有効であること（③治療・支援の有効
性）
４）回復モデルが存在し、同じような悩みを
持った人々が存在すること（④モデル提示
や、セルフヘルプグループがあることによ
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る安心感）
引きこもりの家族においても、その罪悪感
（育て方が悪かったなど）や対応への苦慮、
回復モデルの不在から本人への対応が適切で
なく、更なる関係性の悪化をもたらしている
と考える。
そこで、以下のような強調点で家族への情報
提供を行う。
①　罪悪感の軽減　
②　家族努力の必要性と目標　
③　支援の有効性
④　回復モデルとセルフヘルプ
①は「引きこもり」は誰にでも起こり得るこ
と、単に「親の育て方」だけではない。
②については、①を踏まえて、それが遷延化
するのは家族の対応にかかっている。
③については、家族の対応変化、本人への援
助の２方向への支援により「引きこもり状
態」は改善する。
④「回復モデル」は存在する。さらに焦らず
本人の自立を促進するような関わりが大切
以下プログラムの例を提示したい。
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５　実施状況、考察および今後の課題
これまで述べてきたようなコンセプトで、
平成1 5年７月～９月まで新潟県新発田保健所
で家族教室を行い、1 2月現在フォローアップ
プログラムを実施中である。
特徴としては、６人中５人に不登校の経験
があること、１名も友人が少なく楽しい学生
生活ではなかったこと、全員にその後も社会
適応への課題を持っていることが推察でき、
「失敗体験」が癒されていないことが予想さ
れる。さらに家族関係が良好なケースは1例
も無く、特に父親との関係が悪いケースが目
立った。
( 2 )結果および考察
教室開始時にアンケートを行ったが、引き
こもりの原因について「育て方が悪かった」
とほぼ全員が回答し、自由記載欄で「知りた
いこと」として「対応の仕方」との回答が多
く、親としての対応が悪くてこうなった」と
自分を責めている様子がうかがえる。
そのことによってさらに、本人を責める言
動が出現し、さらなる関係悪化という「悪循
環」になっていることが伺える。プログラム
ではそのような家族の辛い気持ちを受け止
め、冷静になること、まず親子関係を結びな
おすこと、「良い会話」を復活させ、本人の
気持ちを鎮め、必要であれば他者の介入に至
る道筋をつけることを主眼にした。
教室終了後のアンケートおよびフォローア
ッププログラムでは、個人差はあるが、ほぼ
全員が親自身の精神的安定が図られ本人と接
するときに緊張感、悪感情の低下があったこ
とを認めている。さらに回復者の話を聞けた
ことで、将来の展望が少し見えてきたとの発
言が多かった。これから考察すると、当初の
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目的は一定程度達せられたと考える。
( 3 )今後の課題
まだプログラムをはじめて間もないことも
あり、家族の心理的変化はあったが、本人の
行動に顕著な変化出現には至っていないのが
現状である。さらにその要因は、他にも考え
られる。
①　継続した個別支援の体制がとり難いこ
と
② 本人に対する訪問体制が確立していな
いこと
③　本人を連れ出す「場」がないこと
①②は保健所等相談機関の体制の問題であ
る。保健所では現在精神障害者に対する相談
援助・訪問活動で手一杯であり、措置入院な
どの緊急ケースの対応に追われている。引き
こもりで緊急な対応を必要とするケースは家
庭内暴力が顕著の場合以外は、緊急性が低い
ためどうしても積極的なかかわりが薄いのが
現状である。また精神科医療機関も精神障害
者の治療が主流であり同様である。他の民間
相談機関は管内にはない。
③は近年、一部の先進的な保健所等で引き
こもり者の「居場所」を設定している。新潟
県内でも精神保健福祉センターでは、H 1 5年
度から試行し、1 6年度から本格的に開始予定
である。これにより本人を連れ出し直接支援
を行うきっかけが生まれることになる。しか
しながら他の圏域では、そのような場が無い
ことで援助の方向付けには大変不利である。
早急な対応が求められる。
これまで述べたように、引きこもりは、
「身体的－心理的－社会的要因の複合として」
起こるもので、統合失調症への対応と同じよ
うに「地域の中にどれだけ社会資源を揃えら
れるか」といった視点での公的機関の関わり
が求められる。その意味で精神障害者支援を
行ってきた保健所等の精神保健福祉相談機関
には一定のノウハウの蓄積はあると考える。
また医療・相談機関との連携は不可欠であ
り、個々の機関の役割の明確化と協力体制を
強化すべきで、その連携協力の中心点として
の保健所の役割は重要であると考える。
１月以降さらに同様のコンセプトで新潟県
内の他の保健所で実施予定であるが、経過と
その効果についてはさらに実践・研究を続け
てゆく予定である。
〈引用文献〉
１）伊藤順一郎（主任研究員）他　「1 0代・2 0代を
中心とした引きこもりをめぐる地域精神精神保健
活動のガイドライン」こころの健康科学　研究事
業　2 0 0 3年
２）尾木直樹「ひきこもり」問題と社会はどう向き
合うべきか　－6 0 0家族の声にみる解決と支援への
提言－臨床教育研究所「虹」2 0 0 2年
３）N H K引きこもりサポートネットワーク
h t t p : / / w w w . n h k . o r . j p / f n e t /
４）齋藤　環「社会的引きこもり－終わらない思春
期」P H P新書　1 9 9 9年
５）蔵本信比古「引きこもりと向きあう　その理解
と実践的プロセス」金剛出版　2 0 0 1年
5 6ｐ～5 9ｐ
６）工藤定次「おーい、ひきこもりそろそろ外へ出
てみようぜ　タメ塾の本」ポット出版　1 9 9 7年
７）富田冨士也「子どもの悩みに《寄り添う》カウ
ンセリング」ハート出版　1 9 9 5年
※　富田氏は他の著作でも、教師や親などの周り
の者が子どもの悩みに《寄り添う》といった支
援が重要で、子どもの主体性を促進するという
立場である。
８）工藤定次・齋藤　環「激論!ひきこもり」ポット
出版　2 0 0 1年
※　工藤氏は、子どもの自己決定を「待つ」援助
者側の姿勢について批判し、そのような論者の
代表として富田氏を例に出し、援助者側の「積
極的」介入無しには問題が解決しないとの批判
を行っている。齋藤氏は医師という立場から、
引きこもりを「治療」するという立場だが、当
事者に対する「積極的介入」という点では工藤
氏の意見に同意している。
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